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例えば，IEG（2007）の予測では，2008 年に 435 億 US ドルが全世界でスポンサーシップに




るが Sponsorship Research International の試算では，1984 年に全世界でスポンサーシ
























ものとして報告されている（Abratt et al.， 1987； Abratt & Grobler， 1989；
Apostolopoulou & Papadimitiriou，2004；Armstrong，1988；Copeland et al.，1996；
IEG，2006；Kuzma et al.，1993；Lough，1996；Ludwig & Karabetsos，1999；Mark，
1999；Marshall & Cook，1992；Quester et al.，1998；Scott & Suchard，1992；












予備調査では 2006 年シーズンにおいて，J リーグクラブのユニフォームへ自社名やブラ





ツに 1 カ所の計 4 ヶ所にそれぞれ 1 社限定で表示することができる（社団法人日本プロサ
ッカーリーグ，2006）．スポンサー企業数は，理論値では J リーグ所属 31 クラブの掲出 4
ヶ所で 124 社となるが，広告が掲出されていないクラブ，また複数のクラブにスポンサー
ドしている企業が存在するため，調査対象企業は 114 社であった． 
調査項目は，先行研究を参考に，①スポンサーシップに関する意思決定（e.g.，
Farrelly et al.，1997；Geng et al.，2002；Lough，1996；Marshall & Cook，1992；
Quester et al.，1998），②スポンサーシップ目標（e.g.，Armstrong，1988；Geng et 
al.，2002；Kuzma et al.，1993；Tomasini et al.，2004；Thwaites，1995），③スポン
サーシップの評価方法（Abratt & Grobler，1989；Copeland et al.，1996；Ludwig & 





2007 年 3 月 1 日に，添え状と料金受取人払の返信用封筒を同封の上，調査対象企業の
114 社に質問紙を郵送した．郵送後は，林（2006）を参考に，回収率の向上に努めた．具
体的には，質問郵送後 1 週間で催促状を送付し，また質問郵送後 3 週間で催促状と質問紙














































要なものではないが，CSR や社会貢献活動という動機や目標が報告されている（Abratt et 




2006；Kuzma et al.，1993；Mark，1999；Marshall & Cook，1992；Scott & Suchard，
1992；Thwaites，1995）． 
そこで，本研究においてはスポーツ・スポンサーシップにおける CSR に注目し，議論を
進める．具体的には，Robin & Reidenbach（1987）と Varadarajan & Menon（1988）の研
究に端を発するマーケティングとしての CSR の文脈に則り，スポーツ・スポンサーシップ






CSR の概念を説明する際に最も用いられているのは，Carroll（1991）の CSR の分類であ





























































1.4 スポーツ・スポンサーシップと CSR 
































指摘した．この考え方は CSR にも適用され，戦略的 CSR と呼ばれるようになった（Lantos，































得られていない（Luo & Bhattacharya，2006；Margolis & Walsh，2003；Orlitzky et al.，
2003）．この点を考慮に入れると，環境対策や寄付行為，芸術支援や労働問題への取り組














いる（Webb & Mohr，1998）．Cooper-Martin & Holbrook（1993）は先行研究のレビューか
ら，消費者の社会的責任消費を理解するには人口統計学的特性より心理学的特性が役に立
つと指摘した．これは CSR の知覚に関しても同様であると考える．CSR の知覚に影響を与


























第 2 章 仮説の設定 











な媒介変数となる（Cialdini et al.，1976；Wann & Branscombe，1995）．事実，多くの
研究者がスポーツ消費におけるアイデンティフィケーションの影響について報告している．
例えば，T.I.が高いファンはより多く試合観戦に訪れ，ライセンスグッズを購入し，


















以上のことから T.I.が高まるにつれて，ファンのスポンサー企業に対する CSR の知覚が
高まることが考えられる．しかしながら，T.I.と CSR の知覚の関係について実証的に明ら
かにした研究は見受けられない．そこで本研究では T.I.と CSR の知覚の関係を明らかにす
るために，以下の仮説を設定した． 
 
仮説 1：T.I.が高いファンであるほど，チームのスポンサーの CSR の知覚が高くなる 
 

















Handelman & Arnold（1999），Lichtenstein et al.（2004），Sen & Bhattacharya（2001）























ビスを購入したり利用したりする（Fisher & Wakefield，1998）．実際，Gwinner & 
Swanson（2003）と Madrigal（2001）の研究において，T.I.が高いファンはスポンサーの
製品やサービスを購入する意図が高いことが実証されている． 

























に統合することを難しくする（Becker-Olsen et al.，2006）．  
しかし，CSR 研究において，なぜ一致度が重要なのか理論的な説明はあまりなされてい












その結果，消費者の CSR 活動に対する評価が下がる（Becker-Olsen et al.，2006；Menon 


























を抱かせる（Becker-Olsen et al.，2006；Folkes & Kamins，1999）．実証的研究におい




























































企業がなぜそれを行うのかに関心があり，CSR においても，企業がどのような CSR 活動を
行っているのかではなく，なぜ CSR 活動を行うかに消費者は関心がある可能性がある． 
消費者が企業の社会的活動に接した時，メッセージを入念に考え，利他的動機と営利的
動機という二つの動機を主に知覚する（Becker-Olsen et al.，2003；Forehand & Grier，
2003）．しかし，これら 2 つの動機は，Dean（2002），Ellen et al.（2006）が明らかに








たが，非利他的動機は有意な負の影響を示さなかった．同様に Sen et al.（2006）は，労










仮説 10：スポンサーの利他的動機を知覚するほど，チームのスポンサーの CSR の知覚
が高くなる 
 








































Sen, 2004；D’Astous & Bitz，1995）．CSR の知覚が企業に対する態度に影響することの
理論的な説明はあまりなされていないが，Ricks（2005）はこの影響について情報処理理論
を用いて説明した．つまり，消費者の意識の中で CSR 活動を行う企業は，CSR 活動の好ま
しさと結びつけられ，それが企業に対する好意的な態度へと転化されるのである． 






の研究によって明らかにされている（Bae & Cameron，2006；Becker- Olsen et al.，
2006；Brown & Dacin，1997；Chaney & Dolli，2001；Folkes & Kamins，1999；Handelman 
& Arnold，1999；Lafferty & Goldsmith，1999；Mohr & Webb，2005；Mohr et al.，
2001；Murray & Vogel，1997；Rifon et al.，2004；Rodgers，2003；Ross et al.，
1992；Salmones et al.，2005；Sen & Bhattacharya，2001；Simmons & Becker-Olsen，
2006；Webb & Mohr，1998） 




































よりもその企業の株を購入するなどの行動に高い意図を示した．他にも Lafferty & 
Goldsmith（1999）が，CSR を含む企業の信用性が購買意図に影響を与えることを明らかに
した．一方，Oppewal et al.（2006）の研究では，ショッピングセンターの CSR 活動が，
そのショッピングセンターの購入場所としての魅力を高める結果と，高めない結果の相反
する 2 つの実験結果を示し，CSR はショッピングセンター全体の属性の 1 つの要素に過ぎ
ないと論じた．  
その他の研究手法では，フィールド実験において Sen et al.（2006）は，企業の CSR を
認知する前と後では，認知した後のステイクホルダーの購買意図が有意に高くなることを













仮説 17：チームのスポンサーの CSR を知覚するほど，チームのスポンサーの製品やサ
ービスの利用/購買の意図が高くなる 
 
 最後に，企業に対する態度と購買意図の関係について記述する．Goldsmith et al.
（2001）は広告に対する態度，ブランドに対する態度，そして購買意図の関係は，その因
果関係を明確に理論立てて説明することはできないが，広告効果の研究において重要な結
果変数であると述べた．そして，他の先行研究先（Brown & Stayman，1992；Lutz et al.，
1983；MacKenzie et al.，1986）と同様に，これらの関係性を実証した． 
 スポーツ・スポンサーシップにおいても，態度と購買意図の関係は同様に検証されてお

















第 3 章 研究方法 
3.1 データの収集 
データは J リーグディビジョン 1 の 2 試合，J リーグディビジョン 2 の 2 試合の計 4 試
合において収集した．データの収集日は，2007年 8月 26 日，2007 年 9月 22 日，2007 年 9










では，第 1 試合のホームクラブを A クラブ，第 2 試合のホームクラブを B クラブ，第 3 試







































る訳ではない」の 2項目から構成される．  
 第 4 に，CSR の知覚を測定するために Dean（1999）のコーポレート・シチズンシップ尺
度を参考に作成した．コーポレート・シチズンシップの概念について水尾（2000）は，ア






























 前述の通りスタジアムにおける質問紙調査において 1,476 票の有効回答を得たが，各試














ては，Fornell & Larcker（1981）が推奨する 2つの方によって収束的妥当性の確認を行っ




Fornell & Larcker (1981)に従い，3 つの方法で弁別的妥当性を確認する．つまり，構成
概念間の相関について，1 と制約した場合と制約しない場合のモデル適合度に関して，χ2
値の差を検定した．また，構成概念間の相関係数の信頼区間（±2×標準誤差）が±1 を含









なお，分析には SPSS 11.5J for Windows と Amos 5 を用いた．サンプルの属性や測定尺
度の平均値，標準偏差，クロンバックのα係数を求めるため SPSS 11.5J for Windows を用
い，構成概念間の相関係数の算出，確認的因子分析，構造方程式モデリングを実行するた






第 4 章 結果 
4.1 サンプルの属性 




A クラブの性別の割合に関して，削除前のデータでは男性 60.40％，女性 39.60 であり，
ランダムに削除した後の分析用データでは男性 60.70％，女性 39.30％であった．母比率の
差の検定を行ったところ検定統計量 Tは 0.11であり，差があるとはいえない結果となった．
また平均年齢に関しても，削除前のデータでは 35.14 歳，標準偏差 10.23 であり，分析用
データでは 35.05 歳，標準偏差 10.18 であった．母平均の差の検定を行ったところ，検定




性が 43.98％であり，分析用データでは男性が 57.46％，女性が 42.54％であった．母比率
の差の検定の結果，検定統計量 Tは 0.72 となり，データ間に差があるとはいえない結果と
なった．同様に，平均年齢に関して削除前のデータでは 32.97 歳，標準偏差 9.99，分析用






最後に D クラブに関して性別の割合を見ると，削除前のデータでは男性が 64.89％，女
性が 35.11％であり，分析用データでは男性が 64.19％，女性が 35.81％であった．母比率
の差の検定を行ったところ検定統計量 T は-0.26 であり，データ間に差があるとはいえな
い結果となった．また，平均年齢に関して，削除前のデータでは 37.35 歳，標準偏差






齢を表 3に示す．本研究のデータにおける性別の割合は，男性が 61.64％，女性が 38.36％











分析に用いた Amos 5 の初期設定では，確認的因子分析におけるモデル識別のために必要な
制約はパス係数を 1 に固定しているが，すべてのパス係数の推定値と標準誤差から有意性
や信頼区間を検討するため，因子の分散を 1に設定し分析を行った． 
確認的因子分析におけるモデルの適合度は，χ2/dif = 4.548, GFI = .916, AGFI 
= .887, CFI = .960, RMSEA = .062 であった．χ2/dif の基準値についての同意はなく，2
未満から 5 未満までと幅広い基準値が提示されている（Bollen，1989），本研究において
は，χ2/dif の値は 4.548 であり，基準値を最も緩い 5 未満と設定すると良い当てはまり
であるが，より厳しい 2 未満とすると当てはまりは悪くなる．しかしながら，χ2値はサン
プルサイズの影響を強く受け，自由度で割ったとしてもその影響は十分に緩和されないこ
とから，モデルの適合度として参照する際には注意が必要である．次に，GFI と AGFI の基
準値は.90 に設定されることが多い（Hair et al.，2009）．本研究における GFI の値
は.916 であり基準を満たしたが，AGFI の値は.887 であり基準を満たすことができなかっ
た．CFI の基準値についても一般に.90 が基準となるが（Hair et al.，2009），高い値が
出る可能性があるので.95 以上が良いとも言われる（小松，2007）．本研究における CFI
は.960 であり，Hair et al.（2009）と小松（2007）が言及した両方の基準値を上回った．
最後に，RMSEA の基準値については.08 以下や.05 以下が設定され（Hair et al.，2009），
1 を超えると当てはまりがよくないと判断される（小松，2007）．本研究における RMSEA













問項目の仮説構成概念への因子負荷量は.460 から.980 の値を示し，Fornell & Larcker
（1981）が提示した基準値.707 を下回ったのは，一致度尺度の 3 項目と営利的動機尺度の
1 項目であった．Hair et al.（2009）が提示した標準化推定値が.50 以上という基準を用
いるならば，一致度尺度の 1 項目のみが基準を満たさない結果となった．次に，各仮説構












を表 5 に示す．自由度 1 の場合，⊿χ2の値が 3.841 以上の時に 5％水準で有意，6.635 以




の相関の信頼区間も±1 を含まないことが明らかとなった．最後に，表 6 に構成概念間の
相関と AVE を示す．一致度尺度と利他的動機尺度，一致度尺度と CSR の知覚尺度，そして
利他的動機尺度と CSR の知覚尺度の相関の 2 乗において AVE を上回る結果となった．以上
の通り，一致度尺度と利他的動機尺度，一致度尺度と CSR の知覚尺度，そして利他的動機

















2/dif = 4.652, GFI = .931, AGFI = .885, CFI = .959, RMSEA = .063 となった．前述の
測定モデルにおける適合度の検討に用いた基準値を用いると，まずχ2/dif は 4.652 であ
り，5 未満の基準値（Bollen，1989）を満たした．GFI と AGFI の値は，それぞれ.931
と.885 になり，基準値.90 以上（Hair et al.，2009）を GFI は満たし，AGFI は満たすこ
とができなかった．CFI は.959 であり，Hair et al.（2009）と小松（2007）が言及した基
準値.90 もしくは.95 以上を満たした．最後に，RMSEA は.062 であり，.08 未満の基準値
（Hair et al.，2009）を満たす結果となった．以上のことから，本研究における仮説モデ
ルの適合度は十分であると判断した． 
CSR の知覚の先行要因に関して，T.I.は CSR の知覚へ負の有意な影響を示し（β = -
.078，t 値 = -3.100，p < .001），仮説 1 とは逆の結果となった．しかし，95％信頼区間
は-.09 から-.02 であり 0に近い位置にあることから，統計的には高度に有意であっても，
実質的には効果がないと判断できる．そこで，いずれにしても仮説 1 が支持されないこと
は変わらないが，T.I.は CSRの知覚に影響を及ぼさない結果であると判断した．次に，T.I.
の一致度の影響は，仮説 2 の通り認められた（β = .392，t 値 = 10.351，p < .001）．




用/購買意図にも有意な影響を与える（β = .109，t 値 = 3.487，p < .001）結果となっ
た．ゆえに仮説 3，仮説 4が支持された． 
次に，一致度の影響に関して，一致度は CSR の知覚に有意に影響することが明らかとな
った（β = .577，t 値 = 6.177，p < .001）．結果，仮説 5 が支持された．また仮説 6，
仮説 7 の通り，一致度は利他的動機に正の影響を示し（β = .893，t 値 = 19.019，p 
< .001），営利的動機には負の影響を示した（β = -.539，t 値 = -13.356，p < .001）．
しかし，一致度の態度への影響は認められず（β = .201，t 値 = 1.409，p = n.s.），同
様に利用/購買意図への影響も認められなかった（β = -.084，t 値 = 1.409，p = n.s.）．
ゆえに，仮説 8，仮説 9は支持されない結果となった． 
また，動機の知覚の影響に関して，利他的動機は CSR の知覚に正の影響を与え（β 
= .426，t 値 = 5.112，p < .001），営利的動機の CSR の知覚への影響は認められなかっ
た（β = .055，t 値 = 1.824，p = n.s.）．結果，仮説 10 は支持され，仮説 11 は支持さ
れなかった．次に，態度への影響に関しては，利他的動機が負の影響を示し（β = -.230，
t 値 = -1.997，p < .050），営利的動機の影響は認められなかった（β = -.010，t 値 = 
-0.261，p = n.s.）．ゆえに仮説 12 は支持されず逆の結果となり，仮説 13 も支持されな
かった．最後に，利用/購買意図への影響に関しては，利他的動機の影響（β = -.115，t
値 = -1.137，p = n.s.）も営利的動機の影響（β = -.022，t 値 = -0.040，p = n.s.）
も認められなかった．結果，仮説 14，仮説 15ともに支持されなかった． 
CSR の知覚の結果要因に関して，態度は CSR の知覚から正の影響を受け（β = .567，t




= n.s.）結果となった．ゆえに仮説 16 は支持され，仮説 17 は支持されない結果となった．
最後に，態度の利用/購買意図への影響は，正の効果が認められ（β = .623，t 値 = 
17.093，p < .001），仮説 18は支持された． 
以上の結果をまとめると，支持された仮説は，仮説 2 の T.I.の一致度への影響，仮説 3
の T.I.の態度への影響，仮説 4 の T.I.の利用/購買意図への影響，仮説 5 の一致度の CSR
の知覚への影響，仮説 6 の一致度の利他的動機への影響，仮説 7 の一致度の営利的動機へ
の影響，仮説 10 の利他的動機の CSR の知覚への影響，仮説 16 の CSR の知覚の態度への影
響，そして仮説 18 の態度の利用/購買意図の影響であった．また，支持されなかった仮説
は，仮説 1 の T.I.への影響，仮説 8 の一致度の態度への影響，仮説 9 の一致度の利用/購
買意図への影響，仮説 11 の営利的動機の CSR の知覚への影響，仮説 13 の営利的動機の利
用/購買意図への影響，仮説 14 の利他的動機の利用/購買意図への影響，仮説 15 の営利的


















仮説 1 に関して，T.I.の CSR の知覚への直接的な影響は認められなかったが，間接効果
（β = .364，t 値 = 6.644，p < .001）と，総合効果（β = .286，t 値 = 4.710，p 
< .001）では影響が認められた．つまり，T.I.は，一致度や営利的動機を通じて，CSR の
知覚へ正の影響を与えることが明らかとなった．次に，仮説 3 に関する T.I.の態度への影
響について，間接効果の影響は有意に認められず（β = .162，t 値 = 1.602，p = n.s.），
一方，総合効果の有意な影響が認められた（β = .326，t 値 = 3.054，p < .001）．つま
り，T.I.の態度への影響は，その他の変数によって媒介されるものではなく，直接的にの
み影響することが示された．また，仮説 4 に関する T.I.の利用/購買意図への影響につい
ては，間接効果が有意に確認され（β = .194，t 値 = 2.101，p < .050），また総合効果
も有意な影響が確認された（β = .304，t 値 = 3.115，p < .001）．この影響に関しては，
直接効果が.109 で有意であったことから，T.I.は一致度，営利的動機，CSR の知覚，そし
て態度を通じて，利用/購買意図をさらに高めることが示された． 
次に，仮説 5 の一致度の CSR の知覚への影響に関して，間接効果が有意に認められ（β 




= 11.881，p < .001）．直接効果が.577 であったことから，一致度は営利的動機を通じて，
CSR の知覚をさらに高めることが示された．次に，仮説 8 に関して，一致度の態度への影
響は，間接効果が有意に認められず（β = .326，t 値 = 1.222，p = n.s.），また総合効
果においても有意に認めらなかった（β = .528，t 値 = 1.741，p = n.s.）．直接効果に
おいても有意な影響が確認されなかったことから，本研究においては一致度の態度への影
響は認められなかった．また，仮説 9に関して，一致度の利用/購買意図への影響について
は，間接効果が有意な影響を示し（β = .432，t 値 = 2.358，p < .010），一方，総合効





られ（β = .242，t 値 = 3.284，p < .001），総合効果は有意に認められなかった（β 
= .012，t 値 = 0.084，p = n.s.）．直接効果は-.230 と有意な負の影響を示したが，間接
効果の正の影響により相殺され，総合的には有意な影響が認められなくなった．また，仮
説 13 の営利的動機の態度への影響については，間接効果が有意に認められず（β = .031，
t 値 = 1.654，p = n.s.），同様に総合効果も有意に確認されなかった（β = .021，t 値 
= 0.492，p = n.s.）．直接効果においても有意な影響は認められなかったことから，本研
究においては営利的動機の態度への影響は認められなかった．次に，仮説 14 に関して，利




0.957，p = n.s.），また総合効果も有意に認められなかった（β = -.019，t 値 = -
0.133，p = n.s.）．利他的動機の利用/購買意図への影響は直接効果においても確認され
なったことから，本研究においては，この影響は有意に確認できなかった．続いて，仮説
15 の営利的動機の利用/購買意図への影響の間接効果は有意に認められず（β = .025，t
値 = 0.859，p = n.s.），同様に総合的効果も有意に認められなかった（β = .003，t 値 
= 0.058，p = n.s.）．直接効果も認められなかったことから，本研究においては営利的動
機の利用/購買意図への有意な影響は認められなかった． 
最後に，仮説 17 に関して，CSR の知覚の利用/購買意図への影響は，間接効果が有意に
認められ（β = .353，t 値 = 31.317，p < .001），同様に総合効果も有意に認められた
（β = .563，t 値 = 16.905，p < .001）．直接効果は有意に認められなかったが，CSRの
知覚は態度を通じて有意に利用/購買意図へ影響することが確認された． 
以上の結果をまとめると，有意な間接効果が認められたのは，仮説 1 に関する T.I.の
CSR の知覚への影響，仮説 4に関する T.I.の利用/購買意図への影響，仮説 5に関する一致
度の CSR の知覚への影響，仮説 9 に関する一致度の利用/購買意図への影響，仮説 12 に関
する利他的動機の態度への影響，そして仮説 17 に関する CSR の知覚の利用/購買意図への
影響であった．また，有意な総合効果が認められたのは，仮説 1 に関する T.I.の CSR の知
覚への影響，仮説 3 に関する T.I.の態度への影響，仮説 4 に関する T.I.の利用/購買意図






第 5 章 考察 
5.1 結果のまとめとインプリケーション 
本研究はスポーツ・スポンサーシップにおける CSR の知覚に注目し，その先行要因と結
































 次に，McDonald（1991）の指摘と Gwinner & Swanson（2003）の結果と同様，本研究に
おいても，高い T.I.を示すファンはスポンサー企業に対して好意的な態度を持つことが明




































仮説通り，また Menon & Kahn（2003）の研究結果と同様に，本研究においても一致度は
CSR の知覚に影響を及ぼすことが明らかとなった．特に，本研究における CSR の知覚の先
行要因としては，一致度が CSR の知覚に最も影響を及ぼす重要な変数であることが明らか
となった．Becker-Olsen et al.（2006）や Hoeffler & Keller（2002），Keller & Aaker
（1993）の指摘の通り，スポンサー対象とスポンサー企業の一致度が高いと，消費者はそ
のスポンサーシップを適切なものと考えるのかもしれない．また，Becker-Olsen et al.













一致度が低いほど営利的動機を知覚する結果となった．この結果は Becker-Olsen et al.
（2006）や Fein（1996），Folkes & Kamins（1999）の指摘通りである．また，Ellen et 





は Becker-Olsen et al.（2006），Gwinner & Bennet（2008），McDaniel（1999），Sen & 










































Ellen et al.（2006）に従い，単純な 2 極構造で測定しなかった．そして，結果は動機の
知覚が単純な 2 極構造ではないことを追認した．つまり，Dean（2002）の結果と同様に，
利他的な動機を知覚すればするほど CSR の知覚は高まるが，営利的な動機を知覚しても







えることが明らかとなった．これは Barone et al.（2000），Forehand & Grier（2003）






































Bhattacharya & Sen（2004），D’Astous & Bitz（1995）や Ricks（2005）の指摘通りの
結果である．また，実証的研究においても同様に，CSR は企業に対する好意的な態度を醸
成することが明らかにされており（Bae & Cameron，2006；Becker- Olsen et al.，2006；
Brown & Dacin，1997；Chaney & Dolli，2001；Folkes & Kamins，1999；Javalgi et al.，
1994；Handelman & Arnold，1999；Lafferty & Goldsmith，1999；Lichetenstein et al.，
2004；Mohr & Webb，2005；Mohr et al.，2001；Murray & Vogel，1997；Rifon et al.，
2004；Rodgers，2003；Ross et al.，1992；Salmones et al.，2005；Sen et al.，2006；













棄却された．これは，Chaney & Dolli（2001），Creyer & Ross（1996），Klein & Dawer
（2004），Lafferty & Goldsmith（1999），Mohr & Webb（2005），Murray & Vogel
（1997），Oppewal et al.（2006），Ross et al.（1992），Sen et al.（2006）Sen & 
Morwitz（1996）と Smith & Alcorn（1992）と異なる結果であり，Lichtenstein et al.



















繰り返しになるが，社会貢献的と知覚されたスポンサーシップの有効性を D’Astous & 
Bitz（1995）は明らかにしたが，本研究においても実証された．例えば，T.I.の利用/購買

















































































































注 1）BIRGing とは「basking in reflected glory」の略語であり，成功している他者
との関係を強める傾向のことであり（Cialdini et al.，1976），応援しているチーム
が勝った翌日にはそのチームのウェアを着たりすることによって，自分も勝利したか








completely at random：MCAR），ランダムな欠損（missing at randam：MAR），そし
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（n = 299） (n = 225)
年齢 平均 35.14 35.05
標準偏差 10.23 10.18




（n = 614） (n = 226)
年齢 平均 32.97 32.79
標準偏差 9.99 10.17




（n = 313） (n = 224)
年齢 平均 37.35 37.50
標準偏差 10.36 10.57


















Aクラブ Bクラブ Cクラブ Dクラブ 全体
男性 60.70 57.46 64.20 64.19 61.64
女性 39.30 42.54 35.80 35.81 38.36
計 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
平均 35.05 32.79 36.19 37.50 35.38









T.I.※1 .933 .938 .834
　私は私自身を［チーム名］の“本当の”ファンであると思っている 5.538 1.682 .877 .044 1.388 -
　もし［チーム名］のファンであることをやめなければならないなら、私は喪失感を感じる 5.026 2.036 .893 .053 1.712 -
　［チーム名］のファンであることは私にとって非常に重要である 5.368 1.837 .967 .045 1.688 -
一致度※1 .799 .805 .450
　［チーム名］と［スポンサー名］には当然の結びつきがある 5.223 1.494 .460 .049 .591 - .783
　［チーム名］のイメージと［スポンサー名］のイメージはよく似ている 4.205 1.465 .688 .044  .922 -
　［チーム名］と［スポンサー名］はよく合っている 5.032 1.446 .736 .043  .979 -
　［スポンサー名］と［チーム名］は同じ目標に向かって進んでいる 4.497 1.530 .786 .044 1.115 -
　［スポンサー名］が［チーム名］のスポンサーとなることは当然である 4.959 1.574 .635 .049  .904 -
利他的動機※1 .855 .854 .661
　［スポンサー名］は地域住民を大事に思うため、［チーム名］のスポンサーとなっている 4.520 1.430 .793 .041 1.054 -
　［スポンサー名］は地域住民の幸せについて非常に関心を持っている 4.457 1.391 .796 .040 1.028 -
　［スポンサー名］は地域住民にスポーツに触れる機会をつくることに本当に関心がある 4.572 1.340 .849 .037 1.064 -
営利的動機※1 .720 .759 .623
　［スポンサー名］は自社の商品・サービスを購入・利用させるためにスポンサーとなっている訳ではない（r）3.443 1.590 .596 .060  .830 -
　［スポンサー名］は自社の利益のために［チーム名］のスポンサーとなっている訳ではない（r） 3.453 1.502 .944 .066 1.289 -
CSRの知覚※1 .830 .833 .624
　［スポンサー名］は社会と関係をもち義務を果たしている 4.674 1.253 .808 .036  .941 -
　［スポンサー名］は消費者のことを大切にしている 4.575 1.372 .800 .039 1.021 -
　［スポンサー名］は社会的な責任を果たしている 4.917 1.351 .761 .039  .952 -
態度※2 .957 .958 .883
　良い―悪い 1.511 1.284 .928 .032 1.128 - 1.254
　好ましい―好ましくない 1.487 1.319 .963 .032 1.207 -
　評価できる―評価できない 1.500 1.309 .927 .033 1.148 -
利用/購買意図※2 .975 .974 .927
　可能性のある―可能性のない 1.398 1.700 .950 .042 1.532 -
　しそうである―しそうでない 1.300 1.708 .980 .041 1.593 -
　あり得る―あり得ない 1.397 1.665 .958 .041 1.515 -





χ2（制約あり） χ2（制約なし） ⊿自由度 ⊿χ2 有意水準 相関係数 標準誤差 信頼区間（±2×標準誤差）
T.I. vs 一致度 181.785 119.090 1 62.695 *** .420 .032 .356 - .484
T.I. vs 利他的動機 50.003 8.232 1 41.771 *** .285 .034 .217 - .353
T.I. vs 営利的動機 236.937 2.429 1 234.508 *** -.250 .035 -.320 - -.180
T.I. vs CSRの知覚 73.018 8.686 1 64.332 *** .268 .035 .198 - .338
T.I. vs 態度 38.361 5.158 1 33.203 *** .326 .031 .264 - .388
T.I. vs 利用/購買意図 12.421 3.313 1 9.108 ** .304 .031 .242 - .366
一致度 vs 利他的動機 360.332 340.791 1 19.541 *** .891 .015 .861 - .921
一致度 vs 営利的動機 631.533 139.266 1 492.267 *** -.504 .035 -.574 - -.434
一致度 vs CSRの知覚 318.469 284.816 1 33.653 *** .895 .015 .865 - .925
一致度 vs 態度 186.881 111.669 1 75.212 *** .577 .026 .525 - .629
一致度 vs 利用/購買意図 157.117 100.241 1 56.876 *** .417 .031 .355 - .479
利他的動機 vs 営利的動機 449.495 28.485 1 421.010 *** -.535 .034 -.603 - -.467
利他的動機 vs CSRの知覚 84.380 84.379 1 0.001 n.s. .889 .015 .859 - .919
利他的動機 vs 態度 39.638 17.410 1 22.228 *** .507 .028 .451 - .563
利他的動機 vs 利用/購買意図 34.747 17.872 1 16.875 *** .355 .032 .291 - .419
営利的動機 vs CSRの知覚 377.304 10.770 1 366.534 *** -.452 .035 -.522 - -.382
営利的動機 vs 態度 289.107 2.468 1 286.639 *** -.299 .034 -.367 - -.231
営利的動機 vs 利用/購買意図 178.023 5.630 1 172.393 *** -.226 .034 -.294 - -.158
CSRの知覚 vs 態度 55.592 35.157 1 20.435 *** .592 .026 .540 - .644
CSRの知覚 vs 利用/購買意図 37.603 25.076 1 12.527 *** .440 .030 .380 - .500
態度 vs 利用/購買意図 52.016 33.588 1 18.428 *** .682 .019 .644 - .720
* p < .05  ** p < .01  *** p < .001
表6　弁別的妥当性の検証②












































仮説1： T.I. → CSRの知覚 -.078 .018 -.090 - -.020 -3.100 ***
仮説2： T.I. → 一致度 .392 .026 .216 - .318 10.351 ***
仮説3： T.I. → 態度 .164 .028 .078 - .188 4.761 ***
仮説4： T.I. → 利用/購買意図 .109 .034 .053 - .187 3.487 ***
仮説5： 一致度 → CSRの知覚 .577 .096 .403 - .779 6.177 ***
仮説6： 一致度 → 利他的動機 .893 .053  .913 - 1.121 19.019 ***
仮説7： 一致度 → 営利的動機 -.539 .056 -.869 - -.649 -13.536 ***
仮説8： 一致度 → 態度 .201 .170 -.094 - .572 1.409 n.s.
仮説9： 一致度 → 利用/購買意図 -.084 .203 -.534 - .262 -0.669 n.s.
仮説10： 利他的動機 → CSRの知覚 .426 .075 .237 - .531 5.112 ***
仮説11： 営利的動機 → CSRの知覚 .055 .022 -.003 - .083 1.824 n.s.
仮説12： 利他的動機 → 態度 -.230 .120 -.475 - -.005 -1.997 *
仮説13： 営利的動機 → 態度 -.010 .033 -.074 - .056 -0.261 n.s.
仮説14： 利他的動機 → 利用/購買意図 -.115 .143 -.443 - .117 -1.137 n.s.
仮説15： 営利的動機 → 利用/購買意図 -.022 .040 -.103 - .053 -0.630 n.s.
仮説16： CSRの知覚 → 態度 .567 .153 .358 - .958 4.292 ***
仮説17： CSRの知覚 → 利用/購買意図 .209 .186 -.036 - .694 1.766 n.s.
仮説18： 態度 → 利用/購買意図 .623 .049 .749 - .941 17.093 ***






T.I. → CSRの知覚 .364 .038 .179 - .329 6.644 ***
T.I. → 態度 .162 .082 -.029 - .291 1.602 n.s.
T.I. → 利用/購買意図 .194 .101 .014 - .412 2.101 *
一致度 → CSRの知覚 .351 .081 .201 - .517 4.447 ***
一致度 → 態度 .326 .317 -.234 - 1.010 1.222 n.s.
一致度 → 利用/購買意図 .432 .295  .117 - 1.275 2.358 **
利他的動機 → 態度 .242 .077 .102 - .402 3.284 ***
営利的動機 → 態度 .031 .016 -.005 - .057 1.654 n.s.
利他的動機 → 利用/購買意図 .096 .143 -.144 - .418 0.957 n.s.
営利的動機 → 利用/購買意図 .025 .033 -.036 - .092 0.859 n.s.
CSRの知覚 → 利用/購買意図 .353 .018 .521 - .591 31.317 ***






T.I. → CSRの知覚 .286 .042 .116 - .282 4.710 ***
T.I. → 態度 .326 .086 .095 - .433 3.054 ***
T.I. → 利用/購買意図 .304 .107 .123 - .543 3.115 ***
一致度 → CSRの知覚 .928 .081  .793 - 1.109 11.781 ***
一致度 → 態度 .528 .360 -.079 - 1.333 1.741 n.s.
一致度 → 利用/購買意図 .348 .358 -.142 - 1.262 1.563 n.s.
利他的動機 → 態度 .012 .142 -.267 - .291 0.084 n.s.
営利的動機 → 態度 .021 .037 -.054 - .090 0.492 n.s.
利他的動機 → 利用/購買意図 -.019 .202 -.424 - .370 -0.133 n.s.
営利的動機 → 利用/購買意図 .003 .052 -.098 - .104 0.058 n.s.
CSRの知覚 → 利用/購買意図 .563 .052 .782 - .988 16.905 ***
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